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研究成果の概要（和文）：　本研究は、チェルノブイリ事故後の日本の脱原発運動を分析しながら、都市住民から生ま
れた民主主義の思想を明らかにした。放射能測定、選挙キャンペーン、直接行動、移住といった異なる行動を対象にし
ながら、そこに共通する民主主義の志向を浮き彫りにした。
さらに、本研究は、原発の利害関係者のネットワークである「原子力ムラ」の統治の論理がいかに変化したかも明らか
にした。チェルノブイリ事故後、運動の動員に危機感を持ち、フェミニズムやエコロジーの論理を流用しながら、統治
の論理に組み込んだことを示した。

研究成果の概要（英文）：　This study focuses on antinuclear movements in Japan in the period of 
post-Chernobyl accident. It focuses on various actions taken by activists living in cities such as 
measurement of radioactive contamination in food, election campaign, occupation of nuclear facilities, 
and immigrates to rural areas. I seek to explore the underlying value of democracy, that is, 
self-government, in these actions.
　This study also argues how the “nuclear village”, a network of political elites who have great 
impacts on nuclear policies, changed the ways of governing antinuclear movements. After the accident, the 
elites felt threatened by growing mobilization of the movements, made use of ideas originating from them 
such as feminism and ecology, and innovated the way of governing.

研究分野：政治社会学

キーワード： 社会運動　民主主義　脱原発

  ４版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
（1）代表者はこれまで、1960～70 年代と
いう急速な工業化の時期に出現した「ニュ
ーレフト運動」についての研究を行なって
きた。ベトナム反戦、学生、青年労働者グ
ループのネットワークからなる日本のニュ
ーレフト運動は、市民社会の言説に大きな
影響を及ぼした。ニューレフト運動の研究
において代表者は、法律や政策の変更を二
次的なものとし、自己のライフスタイルの
規律を優先させる思想の広がりに注目した。
すなわち、経済成長のような工業社会に支
配的な価値観を疑問視し、経済的な豊かさ
を享受するアクティヴィスト自身の生活の
あり方を変えることを通じて、そのような
価値観への抗議を表現するという思想であ
る。この「社会変革なき自己変革」と言え
る倫理的な言説の広がりこそ、日本のニュ
ーレフト運動が市民社会に残した遺産であ
ることを明らかにした。 
 
（2）しかし、研究の対象が 1970年代まで
に限定されていたため、1980年代以降に生
じた「ポスト工業化」や「グローバル化」
のような新しい状況が日本の市民社会の性
格に与えた変化に関しては、さらなる研究
の積み重ねが必要である。また、個別の事
例研究に留めず、政治・社会理論の国際的
な議論に貢献するためには、日本のケース
を政治理論の言葉で捉え返す必要性を痛感
している。 
 
（3）とりわけ、原発事故が日本の政策決定
過程における公開性の欠如を明白にする一
方、「アラブの春」に象徴される世界の市民
の動きに研究者の関心が注がれている現状
も考慮すれば、「民主主義」の理論から日本
の市民社会を問い直すことには、現代的、
学術的な意義が大きいと考える。 
 
２．研究の目的 

 
本研究では、1980年代後半、チェルノブ
イリ原発事故以降に出現した「ニューウェ
ーブ」と呼ばれる日本の脱原発運動の調査
を行なう。 

 
（1）まず、日本の脱原発運動の価値や行動
スタイルに注目して、それが市民社会に及
ぼした影響を明らかにする。具体的には、
ニューレフト運動の中で形成された「社会
変革なき自己変革」という言説が脱原発運
動に残した遺産に注意を払う。先行研究の
多くは、ニューレフトの動員がピークに達
した「1968年」という象徴的な符号に捉わ
れる傾向があったため、1960年代とその後
との接続の仕方について研究上の空白にな
っていた。そこで本研究では、この接続を
具体的に解き明かし、日本の市民社会を特

徴づける歴史的な要因を示す。 
 
（2）次に、民主主義の政治理論を使いなが
ら、日本の脱原発運動の価値や行動を読み
解いていく。特に、最近の民主主義論や市
民社会論の中で焦点とされてきた「生活」、
「政党」、「直接行動」、「コミュニティ」と
いう領域に着目する。 
 
（3）最後に、「ニューウェーブ」の脱原発
運動が直面を迫られた「原子力ムラ」の統
治についても論じている。運動を規制する
国家の役割に注目し、運動との相互作用を
考察しながら、統治の論理を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 
研究の方法としては、脱原発運動に関す
る文書資料やアクティヴィスト所蔵資料の
収集と分析、および、インタビューの実施
を行なった。 
 
（1）図書館所蔵の文書資料 
基本資料になるのは、パンフレットやビ
ラなど、脱原発運動の出版物であり、国会
図書館などで入手可能なものも少なくない。
運動が市民社会に及ぼした影響を考えるに
は、マスメディアのような脱原発運動外部
の政治的行為者が運動をどう見ていたのか
に関しても検討する必要がある。そこで運
動の、とりわけ論争的になりがちな非暴力
直接行動の表象について、中央紙（『朝日新
聞』や『読売新聞』）、さらには地方紙（『東
奥日報』や『デーリー東北』）を調査する 
 
（2）個人所蔵の文書資料 
アクティヴィスト個人が所蔵している資
料も貴重なデータ源である。脱原発運動の
多くが小グループだったため、その活動が
マスメディア上では大きく取り上げられる
のは稀である。しかしチラシ、ビラ、ニュ
ースなど、図書館に所蔵されていない刊行
物が数多く存在する。そうした資料から、
運動が実現しようとした民主主義の価値や
スタイルを知ることができる。代表者はこ
れらの資料を保存している当時の参加者か
ら資料を借用し、複写・分析を行なうこと
で、実証データに厚みを持たせる予定であ
る。 
 
（3）インタビューの実施 
最後に、インタビューから得られる情報
は、本研究を成功させるうえで欠かせない
資料となる。脱原発運動の行動の中には、
参加者自身が刊行した資料がほとんど存在
しないものもあるため、インタビューを通
して基本的な情報を入手することが必須と
なる。本研究を実施するにあたっても、首
都圏以外に、六ヶ所村（青森県）、三春町（福
島県）、津南町（新潟県）、豊橋市（愛知県）、



に在住するかつての脱原発運動のアクティ
ヴィストにインタビューを行なった。 
 
４．研究成果 
 
（1）研究成果 
研究成果を、「生活」、「政党」、「直接行動」、
「コミュニティ」、「統治」という五つの領
域ごとに概略する。 
 
 
①生活 
「生活」については、チェルノブイリ事
故後、生活クラブ生協神奈川の組合員が中
心に行なった食品の放射能測定を求める運
動を対象に、脱原発運動による日常生活の
場での民主主義の実践を明らかにした。特
に考察したのは、次の二つの問いである。 

1 つ目の問いは、いかなるフレームと組
織が運動への動員を可能にしたのかという
ことである。まず、フレームの形成に関し
ては、広瀬隆と甘蔗多恵子が執筆した影響
力のある著書を考察の対象にしている。彼
らのフレームによって、生活クラブの組合
員が原発と放射能の問題を実感を持って理
解し、そこからライフスタイルの変革につ
なげることを可能にしたと論じている。次
に、動員を可能にした組織に関して言えば、
班と支部という生活クラブの地域組織が資
源として利用されたことを示した。原子力
資料情報室のような調査・政策提言グルー
プの講演を遠出して聞きに行った活動的な
組合員が、そこで得られた知識を地域組織
の中で広め、さらにそれが組合員の友人知
人にまで広がっていくという動員の構造を
明らかにしている。 

2 つ目の問いは、組合員が食品の放射能
汚染の測定にいかなる意味を込めていたの
かということである。放射能測定を要求す
る運動のねらいは、安全性の追求だけにあ
るのではない。組合員が自分たちの食べる
物について深く知り、仲間と話し合いなが
ら、いかなる食べ物を選ぶのかを自ら決定
していくというのが、そのねらいに含まれ
ていた。私は、この食べ物をめぐる自己統
治の営みが、民主主義、それも選挙を通し
ての代表の選出に限定されない、直接民主
主義の運動としての性格を持つ点を強調し
た。加えて、この放射能測定を求める運動
が、その後、生活クラブの枠を超えて地域
に広がり、さらに「ニューウェーブ」と呼
ばれるストリートでの脱原発運動へと連な
っていったことを明らかにしている。 
 
②政党 
「政党」については、脱原発運動が国政
選挙に関わる際に、いかなる困難に直面し
たのかを論じた。具体的には、脱原発運動
の参加者によって組織され、1989年 7月の
参院選に挑んだ「原発いらない人びと」（以

下、「いらない人びと」と略記）の選挙キャ
ンペーンを考察の対象にしている。 
焦点になったのは、以下の三つの困難で
ある。1つ目は、日本社会党の存在である。
社会党は、古い革新政党的な性格を持ちな
がら、反原発を唱えるというユニークな存
在であった。社会党の存在は脱原発運動内
の政党支持に関する判断を分岐させ、脱原
発政党に運動の票が結集するのを妨げた。 

2 つ目は、選挙の異なる目的の間に生じ
た矛盾である。「いらない人びと」では、多
数の票を獲得して議員を国会に送り出すこ
と以外に、選挙戦の慣習的なやり方や参加
者同士の関係性を点検し、脱原発社会の生
き方を体現するという目的があった。しか
しながら、脱原発的な生き方の表現は、票
の効率的な獲得とは必ずしも調和せず、「い
らない人びと」では前者が優先されていっ
た。 

3 つ目は、直接民主主義の逆説である。
自分たちの代表を選びたいという願いの強
さが、他の政党の候補者との相乗りを拒否
させることにつながったため、脱原発の小
政党間の戦略的な連携はうまくいかなかっ
た。 
以上のように、選挙キャンペーンの分析
を通して、脱原発政党が社会運動内の民主
主義の要求と効率的な票の獲得とを両立さ
せることの難しさに直面し、合理性や効率
性よりも民主主義を優先させたことを明ら
かにしている。 
 
③直接行動 
「直接行動」については、脱原発運動の
非暴力直接行動と民主主義との関係を明ら
かにした。具体的には、1991年 9月, 青森
県上北郡六ヶ所村で, 核燃料サイクル工場
へのウラン搬入を阻止するために, 女性た
ちがキャンプを張った「六ヶ所村女たちの
キャンプ」が対象である。 
最近の民主主義論の成果を用いながら、
女たちのキャンプの実践の民主主義的な意
味を読み解いた。 感情や個別性のような女
性に固有とされる徳性の否定的な理解を読
みかえ, 脱原発の思想を練り上げること。 
公式の関係を超えた友情という資源を利用
しながら、より深い政治的コミュニケーシ
ョンをつくり出すこと。非暴力直接行動の
中に、他者への依存の許容と気づかいを組
み込むこと。以上の点について論じながら, 
女たちのキャンプでは、友情、依存、気づ
かいといった通常の民主主義では排除され
がちな要素を組み込む形での民主主義が実
践されたことを明らかにした。 
 
④コミュニティ 
「コミュニティ」については、三人のア
クティヴィストを対象にしながら、地域社
会における民主主義の展望を探っている。
彼らは、過去に都市での脱原発運動の経験



を持ちながら、その経験を地域に運動を持
ち込んだという点で共通している。 
チェルノブイリ事故を経験し、一九八八
年の動員のピークを迎え、放射能測定、デ
モ、選挙、直接行動などを実践した後後の
「ニューウェーブ」を追った。特に三人の
アクティヴィストのライフコースを示しな
がら、彼らの活動を民主主義という観点か
ら読み解いていった。 
各々の活動の領域と場所は異なるが、そ
こにはいくつかの共通点を見出せる。第一
に、暮らしの自治に向かう流れである。北
村が言うような「脱原発の暮らし」を実現
するため、エネルギーや食べ物を自分たち
でつくり出し、自律性を高めることが行な
われた。第二に、その暮らしの自治の舞台
として、コミュニティに対する関心が共有
されたことである。 
様々な形の関わりを通して、彼らは、地
域社会の民主主義に必要な技法を獲得して
いった。その技法は、ソーラーパネルのよ
うな目に見えるものから、地域に根ざしな
がら波風を立てる方法のような目に見えな
いものまで、多岐に渡っている。人間中心
の自治の限界を超え、人間以外の生き物も
包摂する民主主義の形を示すケースもあっ
た。 
以上のように、一九九〇年代の「ニュー
ウェーブ」は、それまでとは違うやり方で
「民主主義の民主化」の営みを続け、コミ
ュニティを基盤にした暮らしの民主主義を
形にしていったと結論づけている。 
 
⑤統治 
「統治」については、チェルノブイリ事
故の後、「原子力ムラ」が運動をいかに統治
してきたのかを論じた。その主たる方法と
して、広報を挙げることができる。「メディ
アバイイング」、すなわち、原発に関するネ
ガティブな情報を流させないようにしたり、
ポジティブな情報を流したりする形で、運
動を抑え込もうとした。「メディアを買う」
ことを可能にしたのは、「原子力ムラ」の潤
沢な予算である。電力会社の場合、「普及開
発関係費」という名で、広報予算が各家庭
の電気代に組み込まれていた。「原子力ム
ラ」の統治の力が、豊富な資金を可能にす
る政治制度にあった。 
一九八八年以後、原子力広報のやり方に
も大きな変化が生じた。「原子力ムラ」は、
「原子力理解促進活動（PA）」の仕切り直
しを行なったのだ。それに付随した原子力
広報の変化は、第一に、情報の受け手を意
識することである。当時は、専門家が原子
力知識を独占することができず、原子力広
報の成否は、大多数の非専門家の動向にか
かる状況になっていた。こうした状況を理
解し、「原子力ムラ」は、広報に明快さやわ
かりやすさを追求するようになる。それだ
けでなく、「ニューウェーブ」発の原子力知

識に対して、専門家の観点から細かく訂正
を入れた。広瀬隆の著作や講演がそうであ
ったように、「ニューウェーブ」は、原発を
科学というより、政治の問題としてフレー
ム化した。これに対して、「原子力ムラ」の
広報は、この科学を社会に開くという流れ
に対応しながら、あくまで専門家の手に科
学的な知識の主導権をとどめようとしたの
である。 
変化の第二は、女性による女性向けの広
報に力を注いだことである。「原子力ムラ」
は、「ニューウェーブ」の動員の中心が都市
部の女性であることを認識し、女性向けの
広報活動に取り組んだ。特に原子力産業の
中に女性のグループを組織し、女性が取り
組みの主体になることに力点を置いた。女
性主体の広報活動には、「原子力ムラ」の男
性中心主義に対する批判的な意味合いが込
められている。それゆえに、この活動を「原
子力ムラ」のフェミニズムと呼ぶことがで
きる。しかし「ニューウェーブ」と「原子
力ムラ」のフェミニズムには、明確な違い
も見て取れる。前者では、「原子力ムラ」の
文化への批判が原発の拒否に結びついてい
たのに対して、後者では、あくまで原発の
存在を前提とし、その中で女性の役割の向
上が目指されたのだ。 
以上で検討してきたように、ポストチェ
ルノブイリの「原子力ムラ」の統治には、
次の二つの特徴があるとまとめられよう。
第一に、「原子力ムラ」は、「ニューウェー
ブ」を脅威に感じ、そのうえで「ニューウ
ェーブ」の動員に中心的な役割を果たして
いた都市住民のネットワークに向けた広報
活動を練り上げたということ。第二に、「原
子力ムラ」は、フェミニズムやエコロジー
といった社会運動の言葉を流用し、統治の
論理の中に組み込んだということ。女性主
体や未来世代への責任といった言葉が、本
来の含意を奪われ、矛盾をはらみながら、
統治の刷新に用いられたのである。 
 
⑥まとめ 
以上のように、本研究は、チェルノブイ
リ事故後の日本の脱原発運動を分析しなが
ら、都市住民から生まれた民主主義の思想
を明らかにした。放射能測定、選挙キャン
ペーン、直接行動、移住といった異なる行
動を対象にしながら、そこに共通する民主
主義の志向を浮き彫りにした。 
さらに、本研究は、運動の政治的な影響
力の広がりを妨げた「原子力ムラ」の統治
の論理がいかに変化したかも明らかにした。
チェルノブイリ事故後、運動の動員に危機
感を持ち、その論理を流用しながら、統治
の論理に組み込んだことを示した。 
 
（2）特色 
①本研究の特色は、まず、「ニューウェーブ」
脱原発運動に関する初めての本格的な研究



であるという点にある。日本の反原発運動
に関しては、地域社会学的な手法を用いな
がら、優れた研究がなされてきた。しかし
「ニューウェーブ」の脱原発運動は、都市
住民のネットワークから構成されるので、
原発現地の反対運動とは異なる分析手法を
要する。彼らが運動での出会いや経験を経
て、暮らす場所を移していくケースは、決
して珍しくはなかったからである。そこで
私は、「ニューウェーブ」の軌跡を追い、平
面というよりも、点と点を結ぶというアプ
ローチをとった。その際に、異なる人の間、
さらに同じ人でも異なる時期の間に共通す
る経験、価値意識、行動の特色を明らかに
することに留意した。 
 
②第二に、個人史と政治史の接合である。
本書でも繰り返し出てくるように、チェル
ノブイリ事故は彼らの原発に対する見方を
揺るがしただけでなく、その生き方やライ
フスタイルに関わる問題として受け止めら
れた。そのため、本書の論拠となる資料に
は当時の参加者からの聞き取りも含まれる
が、私は、彼らにインタビューする際に、
ライフヒストリーについての質問事項を加
えてきた。一人ひとりの人生の中で、チェ
ルノブイリ事故をどう受け止め、いかに「ニ
ューウェーブ」に関わり、どのような出会
いを経て、思想とレパートリーを変化させ
ていったのかという問題が、「ニューウェー
ブ」の脱原発運動を理解するうえで欠かせ
なかったからである。したがって、個人史
を通して、脱原発運動の社会史、さらには
一九八〇年代以降の日本の政治史を異なる
角度から見るというのが、本書でとったア
プローチである。 
 
③第三に、「ニューウェーブ」の脱原発運動
の政治的な効果の「弱さ」を解き明かした。
コミュニティを基盤にした暮らしの自治と
いう形で、脱原発運動は、日常生活の領域
に民主主義を取り入れてきた。しかし、生
活の民主化は、議会や官僚制といった制度
政治の領域と接続されないという問題を克
服できなかった。本研究では、生活政治と
制度政治との間の断絶が民主主義に及ぼす
負の影響も明らかにした。 
生活政治と制度政治との断絶が日本だけ
の問題でない。バヤットが「政治としての
生活」と名づけて分析したように、中東や
アジアなど非西欧世界に広がっているもの
である。これを考慮すれば、本研究の成果
は、社会運動と民主主義の関係という古典
的なテーマに対して、日本の事例を超えた
貢献をすると考えられる。 
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